
日置市の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

  区 分   住民基本台帳人口  

      (21年度末) 

  歳 出 額  

         Ａ  

 実質収支   人 件 費  

       Ｂ  

 人件費率  

  Ｂ／Ａ  

 (参考) 

 20年度の人件費率  

 

21年度  
               人 

51,567 

 千円 

23,481,656 

     千円 

489,069 

     千円 

4,094,471 

       ％ 

17.43 

           ％ 

   19.02 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）  

  区 分   職員数  

      Ａ  

 給     与     費  一人当たり  

給与費 B/A 

 (参考)類似団体平均  

一人当たり給与費  

 

 給  料   職員手当   期末･勤勉手当      計 Ｂ  

21年度  
      人 

453 

     千円 

1,766,133 

     千円 

284,871 

     千円 

708,904 

     千円 

2,759,908 

        千円 

6,092 

          千円 

6,119 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。  

 ２ 職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。  

 

 

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）  

 

     （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の  

       給与水準を示す指数である。  

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を  

    単純平均したものである。  

 

 

 

 

 

 



２ 一般行政職給料表の状況（22年４月１日現在） 

                                         （単位：円） 

   １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 

最高号給の 

給料月額 
243,700 309,400 356,600 390,500 403,000 425,100 459,100 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在） 

    ①一般行政職  

区 分  平均年齢   平均給料月額   平均給与月額   平均給与月額  

 （国ベース）  

日置市  43.7  歳    331,919  円    377,764  円    360,339  円 

鹿児島県  44.1 歳    326,599 円    401,980 円    363,175 円 

国  41.9 歳    325,579 円       － 円    395,666 円 

類似団体  43.8 歳    335,606 円    394,618 円    366,140 円 

  ②技能労務職  

区分 

公     務     員 民   間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額

（Ａ） 

平均給与月額 対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

（国ベース） 

日置市 50.7 歳 48 人 304,015 円 321,236 円 314,645 円 ― ― ― ― 

  うち用務員 50.3 歳 12 人 312,584 円 335,517 円 332,850 円 用務員 53.8 歳 213,600 円 1.57 

  うち学校給食調理員 54.9 歳 15 人 310,856 円 317,149 円 312,989 円 調理士 41.2 歳 197,700 円 1.60 

鹿児島県 48.5 歳 553 人 329,727 円 387,247 円 363,593 円 ― ― ― ― 

国 49.3 歳 3,955 人 284,514 円 ― 円 322,291 円 ― ― ― ― 

類似団体 48.7 歳 49 人 312,374 円 342,512 円 328,520 円 ― ― ― ― 

③教育職（幼稚園）  

区 分  平均年齢  平均給料月額  平均給与月額  

日置市     39.6  歳   295,747 円     312,547 円  

鹿児島県     41.8  歳   353,806 円     419,818 円  

類似団体     43.3  歳   330,615 円     356,088 円  

    （注）１ 「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均

である。  

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時 

      間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査 

      において明らかにされているものである。  

        また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手 

      当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー 

      スで再計算したものである。 

     ３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 

       （平成19年～21年の３ヶ年平均） 

       技能労務職員の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点に 

      おいて完全に一致しているものではない。 

 

 



 (2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）  

区    分  日  置 市  鹿児島県   国   

一般行政職  
大 学 卒  170,478  円          163,590  円         172,200  円   

高 校 卒          138,699  円          133,095  円       140,100  円   

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）  

     区    分    経験年数10年    経験年数15年    経験年数20年   

一般行政職  
 大 学 卒           227,500  円           260,100  円            308,000  円  

 高 校 卒           （※）   円           229,400  円            277,900  円  

技能労務職  
 高 校 卒            ―   円           224,700  円            274,300  円  

 中 学 卒            ―   円            ―   円           278,300 円 

   円      （注） 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が10人未満である場合は個人情報が特定されるため 

平均給料月額を（※）として表示している。 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）  

 区 分   標準的な職務内容   職員数   構成比  

１級  主事補（技師補）･主事（技師） 
          人 

 10 
 

         ％ 
 3.3 

２級  主  任 
          人  

 18 
         ％  

 5.9 

３級  主査・係長 
          人 

111 
         ％ 

36.1 

４級  係長・主幹 
          人 

 66 
         ％ 

21.5 

５級  課長補佐 
          人 

 67 
         ％ 

21.8 

６級  課  長 
          人 

 27 
         ％ 

 8.8 

７級  部長・支所長 
          人 

  8 
         ％ 

 2.6 

（注）１ 日置市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  
      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(2) 昇給への勤務成績の反映状況  

 

 昇給への勤務成績の反映については、新たな人事評価制度の確立がなされていないため一律支給して

いる。 

 

５ 職員の手当の状況  

 

 (1) 期末手当・勤勉手当  

 日    置    市  

 １人当たり平均支給額（21年度）  

      1,564 千円  

鹿  児  島  県   国   

１人当たり平均支給額（21年度）  

      1,625 千円  

 －  

 （平成21年度支給割合）  

  期末手当      勤勉手当  

   2.75  月分    1.40  月分  

  ( 1.50 )月分  ( 0.70 )月分  

（平成21年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当  

   2.75  月分   1.40  月分  

 ( 1.50 )月分 ( 0.70 )月分  

 （平成21年度支給割合）  

  期末手当      勤勉手当  

    2.75  月分    1.40  月分  

  ( 1.50 )月分 (  0.70 )月分  

 （加算措置の状況）  

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算５～10％ 

 

 （加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算５～20％ 

管理職加算10％ 

 （加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算 ５～20％  

管理職加算 10～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

 

 勤勉手当への勤務成績の反映については、新たな人事評価制度の確立がなされていないため一律支給

している。 

 

(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）                                              

 日  置  市   国   

 （支給率）    （自己都合) (勧奨・定年) 

 勤続 20 年       23.50 月分   32.76 月分 

 勤続 25 年       33.50 月分   41.34 月分 

 勤続 35 年       47.50 月分   59.28 月分 

 最高限度額      59.28 月分   59.28 月分 

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

1 人当たり平均支給額 

( － 千円) (25,527 千円) 

 （支給率）     (自己都合) (勧奨・定年) 

 勤続 20 年       23.50 月分  30.55 月分 

 勤続 25 年       33.50 月分   41.34 月分 

 勤続 35 年       47.50 月分   59.28 月分 

 最高限度額      59.28 月分   59.28 月分 

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。 

    ２ 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が10人未満である場合は個人情報が特定される 

     ため、平均支給額をアスタリスク（※）として表示している。 

 

(3) 地域手当（平成22年４月１日現在）  

支給実績（平成21年度決算）                           0 千円  

 支給職員１人当たり平均支給

年額（平成21年度決算）  

                         0  円  

 支給対象地域  支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 18  ％ 1  人 18  ％ 

 

 



 

 (4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）  

 支給実績（平成21年度決算）                                  1,979 千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）                                 26,743 円  

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）                                   16.3  ％  

 手当の種類（手当数）                                             3  

     3  手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する支給単価  

行旅病人及び行旅死亡人 

取扱手当 

 

 

一般職員 
行旅病人､死亡人の 

保護・移転 

 

    １日  500円 

   １回 1,000円  

出動手当  消防職員  １回  200円  

夜間通信業務手当 消防職員  １回  200円  

 

 

 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（21年度決算）                       68,240  千円   

  職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                         150  千円  

 支給実績（20年度決算）                       57,791  千円  

  職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                         121  千円  

 

 (6) その他の手当（平成22年４月１日現在）  

 

 手 当 名   内容及び支給単価  
国の制度 

との異同 

支給実績  

（21年度決算）  

職員１人当たり  

平均支給年額  

（21年度決算）  

 

 

扶養手当  

○配偶者13,000円 

○配偶者以外１人目 

・配偶者なし11,000円 

・配偶者あり 6,500円 

  

○配偶者以外２人目以降 

             6,500円 

○満15歳に達する日以後最初の4月

1日から満22歳に達する日以後の最

初の3月31日までの子に加算1人に

つき        5,000円 

 

同 90,041千円  198,766円  

 

住居手当  
持家 2,500円  

借家上限 27,000円 
異 33,948千円  74,940円  

通勤手当  片道２km以上上限24,500円 異 22,349千円  49,335円  

管理職手当  
63,000円～38,000円 

（減額後56,700円～34,200円） 

 

異 21,008千円  477,454円  

休日勤務手当    135/100 同 23,758千円  321,054円  

児童手当 

○３歳未満の児童  

一律月額10,000円 

○３歳以上の児童 

  第１子･第２子 月額5,000円 

  第３子以降 月額10,000円 

同 23,535千円  51,953円  

 

 



 

６ 特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在） 

 

 区     分   給料月額等   

  給  

 

 

 料  

 市 区 町 村 長  

 

 副 市 町 村 長  

 

  

                 732,700 円 

     （    862,000 円） 

                 591,300 円 

     （    657,000 円） 

                      

（参考）類似団体における最高／最低額  

        992,000 円 ／  500,000 円  

 

         804,000 円 ／   395,000 円  

 

  

  報  

 

 

  酬  

 

 議     長  

 

 副  議  長  

 

 議     員  

 

                  391,880円  

      （     404,000円）  

                  313,310円  

      （     323,000円）  

                  290,030円  

      （     299,000円）  

 

         690,000 円 ／  359,000 円  

 

         620,000 円 ／  295,000 円  

 

         560,000 円 ／  267,600 円  

  期  

  末  

  手  

  当  

 市 区 町 村 長  

 副 市 町 村 長  

 

        （21年度支給割合）  

                      3.1月分  

 議     長  

 副  議  長  

 議     員  

        （21年度支給割合）  

                      3.1月分  

退  

職  

手  

当  

 市 区 町 村 長  

 

 副 市 町 村 長  

 

  （算定方式）                   （１期の手当額）  

862,000円×勤続期間1年につき×500/100          17,240,000円 

                           （任期毎） 

657,000円×勤続期間1年につき×280/100           7,358,400円 

                           （任期毎） 

備   考   

  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。  

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                                     （各年４月１日現在） 
            区 分 

 部 門 
  職  員  数  対 前 年 

 増 減 数 
    主な増減理由  

 平成21年  平成22年 

  普 

 
  通 
 
  会 
 
 計 

 
 部 

 
 門 

   
 
 

一 
  般 
  行 
  政 
  部 
  門 

 議会 
 総務 
  税 
 民生 
 衛生 
 農林水産 
 商工 
 土木 
 下水道 
 その他 

5 
96 
32 
48 
30 
46 
7 
35 
5 
44 

5 
96 
33 
43 
30 
45 
6 
30 
5 
53 
 

 
  

         1 
        △5 
         
        △1 
        △1 
    △5 
          
         9 

組織の見直し等によるもの 

  計 348 346 △2  ＜参考＞ 
   人口１万人当たり職員数67.09人 
  （類似団体の人口１万人当たりの職員数 58.24 人） 

  教育部門 90 91 1  

  消防部門 74 75 1  

   小   計 512 512   ＜参考＞ 
   人口１万人当たり職員数99.28人 
  （類似団体の人口１万人当たりの職員数 79.36 人） 

 公  病院 22 0 
 

       △22   
  営 

 企会 
 業計 
 等部 
  門 

 水道 
 

15 14         △1    

   小   計 37 14        △23  

 合  計 549 

 [  613  ] 

526 

 [  613  ] 

△23 

 [      ] 
 ＜参考＞ 

    人口１万人当たり職員数102.00人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          20  20  24  28  32  36  40  44  48  52  56  60 

          歳  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  歳 

          未  23  27  31  35  39  43  47  51  55  59  以 



          満                                                    上 

 

 

 区 分  

 20歳  

 

 未満  

 20歳  

 ～  

 23歳  

 24歳  

 ～  

 27歳  

 28歳  

 ～  

 31歳  

 32歳  

 ～  

 35歳  

 36歳  

 ～  

 39歳  

 40歳  

 ～  

 43歳  

 44歳  

 ～  

 47歳  

 48歳  

 ～  

 51歳  

 52歳  

 ～  

 55歳  

 56歳  

 ～  

 59歳  

 60歳  

 

 以上  

 計  

 

 職員数  
人 

 

0 

 

 

   人 

 

13 

 人 

 

21 

人 

 

40 

 

 

 

 人 

 

66 

 

 人  

 

60 

 

 

 

 

 人 

 

59 

 

 

 

 人 

 

66 

 

 

 

 人 

 

70 

 

 

 人 

 

78 

 

 

 人 

 

51 

 

 

 人 

 

  １  

 人 

 

525 

 

 

 

 

 

 

 (3) 職員数の推移  

                                           （単位：人・％）  

              区 分  

 部 門  
17年  18年  19年 20年 21年 22年 

過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政  376 342 343 312 299 288 △88（△76.6％） 

教  育  104 109 101 93 90 91 △13（△87.5％） 

消  防  66 67 70 71 74 75 9（13.6％） 

普通会計計 546 518 514 476 463 454 △92（△83.2％） 

公営企業等会計計  

等 会 計  

70 83 73 93 86 72 2（2.9％） 

総合計  616 601 587 569 549 526 △90（△85.4％） 

  （注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

         ２ 合併した団体にあっては、合併前の年について合併前の旧団体の合計職員数。 

 

８ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 （１）勤務時間等の状況 

勤 務 時 間 休憩時間 

午前８時 30 分～午後５時 15 分 60 分 

（注）職場や職種によっては、上記と異なる場合があります。 

 

（２）休暇等の状況 

休 暇 等 状   況 

年次有給休暇 年 20 日 

その他の休暇等 病気休暇、特別休暇、介護休暇、育児休業等 

 

９ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 
 （１）分限処分の状況                         （単位：人） 

年度 降任 免職 休職 降給 合計 

22 年度 0 0 0 0 0 

  

 （２）懲戒処分の状況                         （単位：人） 

 年度 戒告 減給 停職 免職 合計 

22 年度 0 5 0 0 5 

 

10 職員の服務の状況 
    職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては全力

を挙げてこれに専念しなければならないことになっています。 

    そして職員には、法令等の及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を

守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限

が課せられています。 

 

 

 



11 職員の研修の状況 
区 分 研 修 名 受講者数 

派遣研修 国・県派遣 ２人 

自治研修センター 階層別研修、チャレンジ研修等 151 人 

専門的研修 パソコン研修、専門的研修等 24 人 

アカデミー等 市町村アカデミー、国際文化研究所等 11 人 

民間派遣研修  ７人 

庁舎内研修 
人権同和問題研修、法制執務研修、行政課題

研修等 
743 人 

 

12 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 （１）市職員福利厚生会の状況 

   職員は、日置市職員福利厚生会に加入しており、会費により運営を行っています。 

   福利厚生会の事業としては、文化事業・体育事業・福祉事業等があり、福利厚生の充実を図ってい

ます。 

 

（２）健康診断の状況 

区 分 受診者数 内容 

定期健康診断 305 人 血液検査、尿検査、心電図等 

人間ドック 185 人 

１日・２日ドックについては、市町村職員共済

組合からの助成金を差引いた自己負担額に対し

て、１日ドックは 13,000 円、２日ドックは

15,000 円を助成 

 

13 公平委員会の業務の状況 
 （１）勤務条件に関する措置の要求の状況  

措置要求件数 
 

（再掲）終結件数 

０ ０ 

 

 （２）不利益処分に関する不服申立ての状況 

不服申立て件数 
 

（再掲）終結件数 

０ ０ 

 

14 公営企業職員の状況  

 (1) 水道事業  

   ① 職員給与費の状況  

    ア 決算  

  区 分   総費用  

 

     Ａ  

 純損益又は実  

 質収支  

 職員給与費  

 

       Ｂ  

 総費用に占める  

 職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

  (参考) 

 20年度の総費用に占  

 める職員給与費比率  

 

 21年度     千円 

641,152 

         千円 

  91,310 

      千円 

 126,094 

            ％ 

   19.7 

                 ％ 

       20.3 

 

  区 分   職員数  

      Ａ  

 給     与     費    一人当たり  

  給与費 B/A 

 (参考)市町村平均  

一人当たり給与費   給  料   職員手当   期末･勤勉手当      計 Ｂ  

 21年度        人 

  1 6  

  

     千円 

 62,892 

     千円 

 9,315 

     千円 

 25,359 

     千円 

 97,566 

        千円 

  6,098 

       千円 

   6,566 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。  



２ 職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。  

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）  

  区 分   平均年齢   基本給   平均月収額  

 日 置 市       46.7 歳      341,397 円    477,428 円  

 団 体 平 均       45.6 歳      366,719 円    546,495 円  

 事 業 者       ―   歳         ―     ―    円  

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      

 

 

 

 

 

    ③ 職員の手当の状況  

     ア 期末手当・勤勉手当  

           日   置   市   日置市（一般行政職・団体平均等）   

 １人当たり平均支給額（平成21年度）  

          1,585 千円  

 １人当たり平均支給額（平成21年度）  

          1,609 千円  

 （21年度支給割合）  

           期末手当      勤勉手当  

             2.75  月分    1.40  月分  

           (  1.50 )月分  ( 0.70 )月分  

 （21年度支給割合）  

           期末手当      勤勉手当  

             2.75  月分    1.40  月分  

           (  1.50 )月分  ( 0.70 )月分  

 （加算措置の状況）  

  役職加算５～10％ 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 （加算措置の状況）  

  役職加算５～10％ 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 
   イ 退職手当（平成 22 年４月１日現在） 

 日     置     市  日置市（一般行政職・団体平均等）   

（支給率）      (自己都合)  (勧奨・定年) 

 勤続 20 年       23.50 月分    32.76 月分 

 勤続 25 年       33.50 月分    41.34 月分 

 勤続 35 年       47.50 月分    59.28 月分 

 最高限度額      59.28 月分    59.28 月分 

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

 1人当たり平均支給額  ―  千円  25,124千円  

（支給率）      (自己都合)  (勧奨・定年) 

 勤続 20 年       23.50 月分   32.76 月分 

 勤続 25 年       33.50 月分   41.34 月分 

 勤続 35 年       47.50 月分   59.28 月分 

 最高限度額      59.28 月分   59.28 月分 

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

1人当たり平均支給額 ― 千円  25,527千円  

     （注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。 

         ２ （※）一般会計に同じ 

 

     ウ 地域手当（平成22年４月１日現在）  

支給実績（平成21年度決算）                           0 千円  

 支給職員１人当たり平均支給

年額（平成21年度決算）  

                         0  円  

 支給対象地域  支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

   ％  人   ％ 

    

    

 

  エ  特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）  

 支給実績（平成21年度決算）                                    0 千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）                                   0 円  



 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）                                    0  ％  

 手当の種類（手当数）                                             0  

     3  手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する支給単価  

    

    

    

 

  オ 時間外勤務手当                                                          

  支給実績（21年度決算）                         2,587 千円   

 職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                          172 千円  

 支給実績（20年度決算）                         1,471 千円  

 職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                          105 千円  

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む 

   カ その他の手当（平成22年４月１日現在） 
 

 手 当 名   内容及び支給単価  

一 般行政  

職 の制度  

と の異同  

一 般 行 政 職

の 制 度 と 異

なる内容  

   支給実績  

（21年度決算）  

支給職員１人当たり  

平均支給年額  

（21年度決算）  

 

 

扶養手当  

○配偶者13,000円 

○配偶者以外１人目 

・配偶者なし11,000円 

・配偶者あり 6,500円 

   

○配偶者以外２人目以降 

             6,500円 

 

○満15歳に達する日以後最初の4月

1日から満22歳に達する日以後の最

初の3月31日までの子に加算1人に

つき      5,000円 

同 

 

3,685千円  263,214円 

 

住居手当  
持家 2,500円  

借家上限 27,000円 
同 

 
1,023千円  68,200円 

通勤手当  片道２km以上上限24,500円 同  922千円  65,857円 

管理職手当  
46,000円～38,000円 

（減額後41,400円～34,200円） 

 

同 
 

248千円  248,400円 

児童手当  

○３歳未満の児童  

一律月額10,000円 

○３歳以上の児童 

  第１子･第2子 月額5,000円 

  第3子以降 月額10,000円 

同 

 

850千円  106,250円 

 

 (2) 病院事業  

   ① 職員給与費の状況  

    ア 決算  

  区 分   総費用  

 

     Ａ  

 純損益又は実  

 質収支  

 職員給与費  

 

       Ｂ  

 総費用に占める  

 職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

  (参考) 

 20年度の総費用に占  

 める職員給与費比率  

 

 21年度     千円 

317,935 

         千円 

 △59,330 

      千円 

 243,278 

            ％ 

  76.52 

                 ％ 

      73.77 



 

  区 分   職員数  

      Ａ  

 給     与     費    一人当たり  

  給与費 B/A 

 (参考)市町村平均  

一人当たり給与費   給  料   職員手当   期末･勤勉手当      計 Ｂ  

 21年度        人 

  22  

     千円 

 90,563 

     千円 

 31,952 

     千円 

 34,540 

     千円 

 157,055 

        千円 

  7,139 

       千円 

   6,852 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。  

２ 職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）  

  区 分   平均年齢   基本給   平均月収額  

 日 置 市       50.3 歳      345,071 円    613,962 円 

 団 体 平 均       40.1 歳      329,831 円    568,963 円 

 事 業 者        ―    ―      ―     

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      

 

    ③ 職員の手当の状況  

     ア 期末手当・勤勉手当  

          日    置    市   日置市（一般行政職・団体平均等）   

 １人当たり平均支給額（21年度）  

          1,570 千円  

 １人当たり平均支給額（21年度）  

          1,641 千円  

 （21年度支給割合）  

           期末手当      勤勉手当  

            2.75  月分     1.40  月分  

          (  1.50 )月分   ( 0.70 )月分  

 （21年度支給割合）  

           期末手当      勤勉手当  

            2.75  月分     1.40  月分  

          (  1.50 )月分   ( 0.70 )月分  

 （加算措置の状況）  

  役職加算５～10％ 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 （加算措置の状況）  

  役職加算５～10％ 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

   イ 退職手当（平成22年４月１日現在）  

 日     置     市  日置市（一般行政職・団体平均等）   

（支給率）       自己都合  勧奨・定年  

 勤続20年          23.50月分    32.76月分  

 勤続25年          33.50月分    41.34月分  

 勤続35年          47.50月分    59.28月分  

 最高限度額       59.28月分    59.28月分  

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

 (退職時特別昇給                      ) 

 1人当たり平均支給額   ― 千円 （※）千円  

（支給率）       自己都合  勧奨・定年  

勤続20年         23.50月分    32.76月分  

勤続25年       33.50月分    41.34月分  

勤続35年         47.50月分    59.28月分  

最高限度額      59.28月分    59.28月分  

 その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 

 (退職時特別昇給                      ) 

 1人当たり平均支給額（―）千円  25,527千円  

       （注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額  

              である。 

２ （※）一般会計に同じ 

   

  ウ 地域手当（平成22年４月１日現在）  

支給実績（平成21年度決算）                           0 千円  



 支給職員１人当たり平均支給

年額（平成21年度決算）  

                         0  円  

 支給対象地域  支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

   ％  人   ％ 

    

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   エ 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）  

 支給実績（21年度決算）                             17,091 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                            1,005,353 円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）                                 68.2 ％ 

 手当の種類（手当数）                                            5                            17,951  千円 

 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

医師手当 医師  医師業務 月額平均209,300円 

研究手当 医師  医師業務 月額平均209,300円 

検査手当 放射線技師  放射線検査業務 日額500円 

夜間看護手当 看護師  夜間勤務業務 １回平均3,200円 

 死体処理手当  看護師  死体処理業務  １件あたり500円 

 

     オ 時間外勤務手当                                                          

  支給実績（21年度決算）                       1,045 千円  

 職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                         76 千円 

 支給実績（20年度決算）                       1,289 千円 

 職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                          76 千円 

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む 

 

    オ その他の手当（平成22年４月１日現在） 
 

 手 当 名  内容及び支給単価 

一 般行政  

職 の制度  

と の異同  

一 般 行 政 職

の 制 度 と 異

なる内容 

   支給実績 

（21年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（21年度決算） 

 

   扶養手当 ○配偶者13,000円 

○配偶者以外１人目 

・配偶者なし11,000円 

・配偶者あり 6,500円 

   

○配偶者以外２人目以降 

             6,500円 

○満15歳に達する日以後最初の4月

1日から満22歳に達する日以後の最

初の3月31日までの子に加算1人に

つき      5,000円 

同 

 

2,067千円 258,375 円 

 



  住居手当 持家 2,500円  

借家上限 27,000円 

同  
1,135千円 113,500 円 

  通勤手当 片道２km以上上限24,500円 同  1,379千円  98,500 円 

  管理職手当 15/100～10/100 同    497千円 496,800 円 

  夜勤手当      2,123千円 193,000 円 

  宿日直手当    6,500千円 2,166,666 円 

 児童手当 ○３歳未満の児童 

   一律月額10,000円 

○３歳以上の児童 

 第1子・第2子 月額5,000円 

 第3子以降  月額10,000円 

同  

 20千円   20千円 

 


